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区 民 委 員 会 報 告 資 料

令和６年６月２６日 

件 名 定額減税しきれないと見込まれる方への給付（調整給付）の取り組みについて 

所管部課名 区民部定額減税給付金担当課 

内 容 

賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和することを目的として

国が行う、令和６年分所得税および令和６年度個人住民税の定額減税の実施に伴

い、減税しきれないと見込まれる方に対し、以下のとおり調整給付金を給付す

る。 

※ 別紙記載の④定額減税しきれないと見込まれる方への給付（調整給付）

１ 対象 

足立区から令和６年度個人住民税が課税されている方で、令和６年分推計

所得税額・令和６年度個人住民税所得割額から、定額減税可能額（注１）を減

税しきれない方（約１０万人）。 

※ 対象者へは、区から確認書（支給額、振込口座を確認する書類）を送付。

確認書到着後、口座の誤りや希望口座かどうかを確認の上、署名や必要に

応じて振込口座を記載し、区に返送する。
（注１）定額減税可能額とは 

【調整給付金の対象になるケース】 

所得税分 

住民税所得割分 

３万円 × 減税対象人数（約４７万８千人）

１万円 × 減税対象人数（約５０万６千人）

納税者本人、控除対象配偶者、扶養親族（１６歳未満扶養親族

を含む）の合計。※控除対象配偶者、扶養親族は国外居住者を除く 

減税対象人数とは 

所得税 住民税 

定額減税可能額 

推計所得税額 

定額減税可能額 

住民税所得割額 

定額減税可能額を税額から引ききれないため、給付金の対象 

不足（引ききれない） 不足（引ききれない） 

2



【調整給付金の対象にならないケース】 

２ 調整給付額 

①と②の合算額（合算額を万円単位に切り上げる）。

（１）所得税分控除不足額の計算方法

（２）個人住民税分控除不足額の計算方法

（３）調整給付額の計算方法

（例）納税者本人が妻と子ども１人を扶養している場合 

（１）所得税分控除不足額の計算方法

（２）個人住民税分控除不足額の計算方法

（３）調整給付額の計算方法

所得税 住民税 

定額減税可能額 

推計所得税額  

定額減税可能額 

住民税所得割額

定額減税可能額を税額から引ききれるため、給付金の対象外 

定額減税後も税額がある（引ききれる） 

所得税分定額減税可能額 

３万円×（本人+扶養親族数） 
令和６年分推計所得税額 

（減税前） 

住民税分定額減税可能額 

１万円×（本人+扶養親族数） 

令和６年度個人住民税 

所得割額（減税前） 

所得税分

不足額① 

住民税分

不足額② 

所得税分

不足額① 

住民税分

不足額② 
調整給付額 ※ 一万円単位で

切り上げて算出

所得税分定額減税可能額 

３万円×（１+２人）＝９万円 
令和６年分推計所得税額 

（減税前）６万５千円 

住民税分定額減税可能額 

１万円×（１+２人）＝３万円 

令和６年度個人住民税所

得割額（減税前）２万円 

不足額① 

２万５千円 

不足額② 

１万円 

所得税分不

足額① 

２万５千円 

住民税分

不足額② 

１万円 

調整給付額 

３万５千円

支給額 

４万円 
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３ 支給手続き 

（１）区から対象者へ確認書を郵送。

（２）オンラインで申請するか、区に確認書を返送する。

（３）区は確認書の内容を確認の上、支給を決定。

（４）口座へ入金後、振込通知書を送付。

※ 区に確認書が到着後、およそ３週間後に振込。

４ スケジュール（予定含む） 

日付 定額減税【住民税】 調整給付金【所得税+住民税】

５月１４日 

【住民税】特別徴収税額通知書
発送（給与所得がある方） 
※課税額、定額減税額等を

記載した通知を事業者等
へ発送 

－ 

５月２７日 － 専用コールセンター開設 

５月下旬 － 
【所得税+住民税】 
給付額算定ツール使用開始 
（国が提供するシステム） 

６月１０日 

【住民税】普通徴収税額通知書
発送（給与天引き以外の方） 
※課税額、定額減税額等を

記載した通知を発送

事務処理基準日 

※基準日時点での税額
で給付金を計算

６月２８日 － 

【所得税+住民税】 
第一弾・確認書発送 
※給与所得のみ、扶養なし
で所得税、住民税どちらも 
減税しきれなかった方 

（約 2,000 人） 

７月１６日 － 

【所得税+住民税】 
第二弾・確認書発送 
※先行で送付した以外の方

（約 98,000 人） 

７月下旬 － 
第一弾・初回着金予定 
（以降、順次振込） 

１０月３１日 － 確認書提出期限（国の指定） 

５ 制度の周知 

区民に、あだち広報６月１０日号及び区ホームページで周知。 
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６ 区が実施する専用コールセンターについて（外部委託） 

令和６年５月２７日（月）から開始 

問い合わせ方法等 内容 

① 
専用コールセンター 

（所在地：神奈川県） 

あだち定額減税調整給付金ダイヤル 

電話番号：０１２０－６９６－０１０ 

設置期間：令和６年５月２７日（月）から 

令和６年１２月２７日（金）（予定）

受付時間：平日の午前９時から午後８時まで 

（土・日・祝日を除く） 

② 

メール対応

（２４時間受付）

令和６年５月２７日

午前９時から受付開始

問い合わせメールを受信後、翌営業日に回答。 

個人の特定が必要な質問にも回答を行う。 

メールアドレス：info@adachi.shien-kyufukin.com

③ 

チャットボット

（２４時間受付）

令和６年５月２７日

午前９時から受付開始

一般的な質問（個人を特定して回答しないもの）

について、AI による自動回答を行う。 

（使用方法） 

WEB 上で、キーワードの入力や、選択肢を選び、

回答が表示される。 

チャットボットアドレス：

https://embed.chatbot.digital.ricoh.com/care

erlink7/app/index.html

④ 

自動音声案内 

TEL：0120-696-010 

平日午後８時～翌９時 

土・日・祝日 

※コールセンター受

付時間外に実施。

番号はコールセン

ターと同じ番号を

使用。

一般的な質問（個人を特定して回答しないもの）

について、AI による自動回答を行う。 

（使用方法） 

自動音声に従って番号を伝えることで、説明を電

話で聞くことができる。 

（例） 

AI：「制度については「１」と回答ください。」 

お客様：「１」 

AI:「制度については、～」 

⑤ 税理士サポート 

定額減税及び調整給付金に関する質問回答に際し

コールセンター従事者が税理士資格を有する実務

専門家に相談できる体制を整備

７ 定額減税給付金サポート窓口について（外部委託） 

制度の説明、確認書の記入方法のサポート、オンライン申請のサポートな

どを実施。平日は、区役所本庁舎内、土・日・祝日は商業施設等で行う。 

（１）庁舎内概要

期間：令和６年７月１日（月）から令和６年１１月２９日（金）（予定）

場所：本庁舎中央館 1 階アトリウム（平日午前９時～午後５時まで）

（２）出張窓口

期 間：７月～１０月（予定）

実施日：土・日・祝日
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場 所：地域学習センター、江南住区センター、生涯学習センター、アリ
オ西新井、ベルクス西新井西店等（１日２か所程度）

※ 開設日・開設時間・会場等の詳細については、決まり次第

区ホームページ等で周知を行う。

８ 今後の方針 

（１）個人情報の漏えい等を防ぐため、委託事業者のコールセンター及び事務

センターについて、区職員による実地検査を３回（事業実施前、コールセ

ンター開設後、審査事務開始後）行う。実地検査は、区が作成したチェッ

クリストに基づいて行い、個人情報を適切に管理する。

（２）給付金を一日でも早く区民に支給するため、確認書等の事務処理に迅速、

かつ細心の注意を払って取り組んでいく。 

（３）未申請の方へは再勧奨通知を送る（申請期限 1 か月前を予定）などして、

申請漏れが無いように周知する。
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新たな経済に向けた給付金・定額減税一体措置 

住民税非課税世帯 住民税均等割のみ課税世帯 住民税所得割／所得税納税者 

上限：合計所得 1,805万円 

① 

新たに 

令和６年度住民税 

均等割非課税となる 

世帯への給付 

（１世帯１０万円） 

② 

新たに 

令和６年度住民税 

均等割のみ課税となる 

世帯への給付 

（１世帯１０万円） 

④ 

定額減税しきれない 

と見込まれる方への 

給付（調整給付） 

 
⑤ 

特別税額控除（定額減税） 

１人４万円※1×（本人+扶養親族） 
※1６年分所得税   ３万円 

６年度個人住民税 １万円 

③ 低所得の子育て世帯へのこども加算

（児童一人あたり５万円） 

（不足額を給付） 

※ 令和５年度住民税均等割非課税世帯（１世帯７万円）、令和５年度住民税均等割のみ課税世帯（１世帯１０万円）及び低所得の子育て世帯

へのこども加算（児童一人あたり５万円）については、令和６年１月以降給付。

※ 特別税額控除（定額減税）（⑤）は、合計所得が 1,805万円超の方は対象外。また、扶養親族は国外居住者を除く。

※ 定額減税しきれないと見込まれる方への給付（④）は、令和６年分所得税は推計で給付。実績が判明し、給付に不足が発生する場合は、

令和７年度に追加で支給する。

「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年１１月２日閣議決定）における物価高への支援として、新たな経済に向けた給付金・定額

減税一体措置として、令和６年分所得税及び令和６年度個人住民税の定額減税、低所得者支援及び定額減税補足給付金（調整給付）を行う。 

別紙 
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区 民 委 員 会 報 告 資 料
令和６年６月２６日 

件 名 「ご遺族の方へ」の改訂について 

所管部課名 区民部戸籍住民課 

内 容 

区では、ご家族が亡くなられた際に必要となる各種手続きについて確

認するために「ご遺族の方へ」を発行している。 

令和７年度の発行に向けた見直しを行うため、今後の進め方について

以下のとおり報告する。 

１ 作成方法 

（１）令和６年度までは、区が編集して印刷のみ業者へ発注していたが、

令和７年度からは、民間提案型広告事業により、作成及び印刷を業

者が行う。 

（２）モノクロ印刷からカラー印刷へ変更する。

（３）民間事業者は広告収入で冊子を作成し、年間２０，０００部を無

償で区へ寄贈する。 

（４）プロポーザル方式により民間事業者を選定する。

２ 民間提案型広告事業を活用する目的 

（１）ご遺族支援の業務知識を有する専門性の高い民間事業者がおり、

その事業者のノウハウやアイデアに基づく提案を活用することで、

内容の充実が期待できる。 

（２）事業者は、掲載した広告収入で区の定める冊子を作成するため、

区の費用負担がなくなる（令和６年度 印刷製本費１２１万円）。 

（３）最長５年間の協定となり、その期間中は１年ごとに法改正や新規

事業などの改訂に対応する。 

３ スケジュール

令和６年 ７月  公募 

８月  事業者決定 

１０月  協定締結 

令和７年 ３月  完成、寄贈 

４月  配布 

４ 今後の方針 

報道広報課と連携・協力して事業者の公募から協定締結までの手続

を進める。また、初めて手続きを行う方でも分かりやすい記載内容と

なるよう工夫する。 
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区 民 委 員 会 報 告 資 料
令和６年６月２６日 

件 名 令和５年度マイナンバーカードの交付実績と今後の方針について 

所管部課名 区民部戸籍住民課 

内 容 

令和５年度のマイナンバーカード申請・交付実績及び今後の方針につ

いて、以下のとおり報告する。 

１ 令和５年度の申請数及び交付数 

（１）申請実績

（２）交付実績

 

 

 

ア 令和５年９月末でマイナポイントの付与が終了し、申請及び交

付件数は減少となった

イ 交付会場や休日交付を拡充し、マイナポイント期限までに受け

取りを希望する方へ交付できるよう努めた。

85,285 24,885 27,262 28,890 118,960 77,494 159,568 40,496
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２ マイナンバーカード申請のサポート 

（１）郵便局でのマイナンバーカード申請サポート（令和４年度から実施） 

区内２０か所の郵便局での申請書の作成や写真撮影など無料で

の申請サポートを引き続き行う。 

実施する郵便局（区内２０カ所、５０音順） 

郵便局名 住所 R5実績（件） 

 足 立 郵便局 千住曙町 42-4 53 

 足 立 伊 興 二 郵便局 伊興 2-18-1 85 

 足 立 梅 田 郵便局 梅田 6-32-1 132 

 足 立 大 川 町 郵便局 千住大川町 20-13 57 

 足 立 北 郵便局 竹の塚 3-9-20 128 

 足 立 古 千 谷 郵便局 古千谷本町 2-20-12 102 

 足 立 佐 野 郵便局 佐野 2-11-12 108 

 足 立 鹿 浜 八 郵便局 鹿浜 8-11-4 83 

 足 立 新 田 郵便局 新田 2-12-8 19 

 足 立 竹 の 塚 郵便局 竹の塚 5-8-5 163 

 足立中央本町 郵便局 中央本町 2-19-10 72 

 足 立 椿 郵便局 椿 2-18-15 80 

 足 立 中 川 郵便局 中川 3-3-17 65 

 足 立 西 郵便局 西新井本町 4-4-30 179 

 足 立 西 新 井 郵便局 西新井 1-5-2 84 

 足 立 花 畑 西 郵便局 花畑 4-28-3 153 

 足 立 東 綾 瀬 郵便局 東綾瀬 1-18-17 111 

 足 立 保 木 間 郵便局 保木間 1-31-11 50 

 足 立 宮 城 郵便局 宮城 1-12-19 88 

 扇 大 橋 駅 前 郵便局 扇 1-21-6 32 

計 1,844 

（２）出張申請キャラバン事業の実施（令和４年度から実施）

交付会場でのカード交付が困難な高齢者や障がい者等に対して、

引き続き区職員が通所施設やご自宅を伺い、申請サポート及び郵送

交付の手続きを行う。 

令和５年度実績 ２８４件 

 ３ 今後の方針 

引き続きマイナンバー制度の周知や申請サポートを行い、マイナン

バーカードの交付促進に努める。 
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区 民 委 員 会 報 告 資 料

令和６年６月２６日 

件 名 国民健康保険加入全世帯への加入者情報の通知について 

所管部課名 区民部国民健康保険課 

内 容 

国の通知により、国民健康保険加入全世帯に対し、個人番号の下４桁を含む

加入者情報を通知することとなったので、以下のとおり報告する。 

１ 通知する理由 

（１）個人番号（マイナンバー）の紐づけ誤りの事案が確認され、国民に不安

を招いたことを受け、令和５年６月以降、政府を挙げてマイナンバー情報

総点検を進め、同年１２月に完了した。 

（２）国民健康保険証情報についても、国民健康保険のデータベースの加入者

情報と個人番号（マイナンバー）が一致していると確認作業を終えた。 

２ 加入者情報のお知らせの内容 

（１）マイナンバーカードの保険証利用登録（紐づけ）の前段として、国民健

保加入者の個人番号が、国民健康保険制度のデータベースに登録済みであ

ること。 

（２）国保制度のデータベースに登録されている個人番号の下４桁を通知し、 

  正確に登録されていることを確認いただくこと。 

※ マイナンバーカードを保険証として利用するための登録が済んでい

ること（紐づけが完了していること）を通知するものではない。 

３ 送付物 

（１）加入者情報通知書送付のお知らせ【区の説明文】（別紙１）

（２）医療保険のデータベースに登録されている個人番号（マイナンバー）の 

お知らせ（別紙２） 

（３）マイナ保険証をご利用ください【国が作成したマイナ保険証利用促進

チラシ】（別紙３）
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４ 通知書の発送に要する経費 

  ２８，２１９千円 

  （経費内訳） 

  ① 通信運搬費  ２１，９０２千円 

  ② 委託料     ６，３１７千円 
 

  （財源内訳） 

  ① 国庫支出金  １５，５１５千円 

  ② 都支出金   １１，４８８千円 

  ③ 前年度繰越金  １，２１６千円 
 

 ※ 区議会第２回定例会に補正予算（案）を提出予定 

 

５ 発送スケジュール 

国の指定する１０月末までに送付する。 
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別紙１ 

同封の「大切なお知らせ」（加入者情報通知書）はマイナ保険証登録（紐づけ）完了の通

知ではありません。以下のフローチャートに沿って、確認または手続きをお願いします。

足立区 国民健康保険課 資格賦課担当 電話 03（3880）5240 FAX 03（3880）5618 
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医療保険のデータベースに登録されている 個人番号（マイナンバー）のお知らせ 

 

保険証に表示されている、あなたの保険資格データは、国民健康保険制度のデータベースに登録されており、マイ

ナ保険証をご利用いただける状態となっています。マイナ保険証をお持ちであれば、ぜひ、ご利用ください。 

なお、国民健康保険制度のデータベースに登録されているあなたの個人番号（マイナンバー）は、以下のとおりで

す。万一、異なっている場合には、下記のお問い合せ先までご連絡ください。 

 

氏名 個人番号（マイナンバー） 

山田 太郎 **** **** 1234 

山田 花子 **** **** 5678 

山田 次郎 **** **** 9101 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

（注）上記、個人番号は国民健康保険制度のデータベースに登録

されている個人番号の下４桁を表示しています。 

大 切 な お 知 ら せ 

【お問い合わせ先】 

〒120-0012 

足立区中央本町一丁目１７番１号 

足立区国民健康保険課 資格賦課担当 

TEL：03-3880-5240 

別紙２ 
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マイナ保険証の方が

自己負担も

低くなるんだ

よく覚えてない

内容もあるから

助かるわね

一度に高額な負担を

しなくて済むわ

別紙３
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検索

！
別紙３裏面
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区 民 委 員 会 報 告 資 料 

令和６年６月２６日 

件 名 現在の保険証廃止に伴う短期証の有効期限について 

所管部課名 区民部国民健康保険課 

内 容 

 令和６年１２月２日に現在の健康保険証の廃止に伴い、次回の短期証の有効

期限を以下のとおりとする。 

１ 現状および今後の対応 

（１）保険料の滞納者には通常の保険証（有効期限２年）よりも短い保険証

（有効期限６ヵ月）を交付しており、現在の短期証の有効期限は令和６年 

９月３０日である。【点線①】 

（２）次回の短期証の有効期限は、通常の保険証の有効期限と合わせるため、 

６ヵ月間ではなく、特例として令和７年９月３０日までの１年間とする。 

【実線②】 

※ 国の通知で、現行の被保険者証からマイナ保険証への円滑な移行を

図るため、改正法の施行日前において被保険者証を被保険者に最後に

交付する際に、改正法の施行日から起算して１年間は、当該被保険者証

を使用することが可能となる有効期限を設定するよう配慮するよう示

されている。 

（３）マイナ保険証を所持していない方には、本人の申請によらず資格確認

書を交付する。【点線③】 

２ 保険証交付スケジュール 

保険証廃止 

R5.10.1   R6.4.1  R6.10.1  R6.12.2   R7.10.1 

２年間 

通常の保険証  

（有効期限 2年間） 

  短期証  ６ヵ月間    １年間 

  （有効期限 6カ月）   ①   ②   

マイナ保険証

資格確認書    ③ 
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  区 民 委 員 会 報 告 資 料 

令和６年６月２６日 

件   名 後期高齢者医療被保険者証一斉更新および加入者情報の通知について 

所管部課名 区民部高齢医療・年金課 

内   容 

東京都後期高齢者医療広域連合からの通知により、被保険者証の一斉更新を行

うとともに、個人番号の下４桁を含む加入者情報を通知することとなったので、

以下のとおり報告する。 

 

１ 後期高齢者医療被保険者証一斉更新 

（１）更新対象者 

   後期高齢者医療制度の被保険者全員 

発送見込数 約９３，０００人 

（２）有効期限 

   令和６年８月１日～令和７年７月３１日（１年間） 

（３）発送予定日 

   令和６年７月１０日 

  ※ １０日郵便局持込、１２日以降順次発送、簡易書留郵便 

 

２ 加入者情報を通知する理由 

（１）個人番号（マイナンバー）の紐づけ誤りの事案が確認され、国民に不安

を招いたことを受け、令和５年６月以降、政府を挙げてマイナンバー情報

総点検を進め、同年１２月に完了した。 

（２）後期高齢者医療の情報についても、後期高齢者医療制度のデータベース

の加入者情報と個人番号（マイナンバー）が一致していると確認作業を終

えた。 

（３）後期高齢者医療制度のデータベースに加入者情報が登録されていること

と、個人番号（マイナンバー）が正確に登録されていることを被保険者に

確認いただく。 

 

３ 加入者情報のお知らせの内容 

（１）マイナンバーカードの保険証利用登録（紐づけ）の前段として、後期高

齢者医療制度被保険者の個人番号が、後期高齢者医療制度のデータベース

に登録済みであること。 

（２）後期高齢者医療制度のデータベースに登録されている個人番号の下４桁

を通知し、正確に登録されていることを確認いただくこと。 

※ マイナンバーカードを保険証として利用するための登録が済んでい

ること（紐づけが完了していること）を通知するものではない。 
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４ 加入者情報のお知らせの通知方法 

  後期高齢者医療被保険者証一斉更新の被保険者証と一体型の様式で通知

する。（別紙２） 

５ 加入者情報のお知らせ及びマイナ保険証に関する送付物 

送付物については、保険者である東京都後期高齢者医療広域連合が作成し

た帳票を被保険者証と同封し送付することとなっており、東京都内共通であ

る。 

（１）一斉更新説明用チラシ（別紙１）

（２）被保険者証、加入者情報のお知らせ【一体型】（別紙２）

※ 別紙２の記載内容は東京都後期高齢者医療広域連合で作成

（３）制度改正周知用リーフレット（別紙３）

（４）その他の送付物

ア 後期高齢者医療制度小冊子

イ 臓器提供意思表示説明チラシ

ウ ジェネリック医療品希望シール
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区 民 委 員 会 報 告 資 料 

令和６年６月２６日 

件 名 後期高齢者医療被保険者証廃止に伴う短期証の有効期限について 

所管部課名 区民部高齢医療・年金課 

内 容 

令和６年１２月２日の後期高齢者医療被保険者証廃止に伴う、短期証の有効

期限を以下のとおり報告する。 

１ 現状および今後の対応 

（１）保険料の滞納者には通常の被保険者証（有効期限２年）よりも短い短期

証（有効期限６ヵ月）を交付しており、現在の短期証の有効期限は令和６ 

年７月３１日である。【点線①】 

（２）次回の短期証の有効期間は、令和６年８月１日から令和７年１月３１日

までの６ヵ月間とする。【実線②】 

※ 東京都後期高齢者医療広域連合が国の通知に基づいて、更新時期、有

効期限等を定めている。 

（３）マイナ保険証を所持していない方には、本人の申請によらず資格確認書

を交付する。【点線③】 

２ 保険証交付スケジュール 

  保険証一斉更新 保険証廃止 

R4.8.1   R6.2.1     R6.8.1  R6.12.2 R7.1.31   R7.7.31 

通常の保険証  

（有効期限 2年間）   １年間 

  短期証 ６ヵ月間  ６ヵ月間 

  （有効期限 6カ月）   ①    ② 

マイナ保険証

資格確認書    ③ 
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